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研究ノート
民法の流れ図
中　山　秀　登
はじめに
Ａ　編と編との関係
Ｂ　章と章との関係
Ｃ　節と節との関係
Ｄ　款と款との関係
Ｅ　条文と条文との関係
Ｆ　条文（本号，第 3編債権，第 4節債権の譲渡，第 5節債権の消滅）
むすび
凡例
流れ図については，寺田文行ほか編・高校数学解法事典，1205頁以下
「コンピュータ」を参照した。同書1206頁によれば，
　は，「はじめ」と「おわり」を示す。
　は，「計算式など処理の内容をかく。」
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流経法学　第17巻 第 2号
　は，「判断の条件をかきこみ，それによって分岐する。」
本稿では，
　　　　　　　　　のばあいに，YはYesすなわち「はい」を表し，
　　　　　　　　　　NはNoすなわち「いいえ」を表す。
　数字だけ書いてあるばあいは，条文を表し，項は①②などと表す。注は，
⑴⑵・・・などとして表す。
注のなかで，図をもちいて説明する。以下のように，図の意味を決める。
権利・義務の主体＝人＝
権利・義務の客体＝
人が，何かある権利を持っている，あるいは義務を負っているばあい，人
と権利・義務の客体は，線で結ばれている，と考える。そこで，つぎのよ
うに表す。
　　は，権利があることを表す。たとえば，債権。
　　は，所有権があることを表す。所有権は，たとえて言えば，
綱である。
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　　制限物権の設定は，所有権という綱から，一本の糸を取り出
すことを表す。左図で点線は，制限物権が取り出されている
状態を表す。
　　は，占有権があることを表す。
　　は，義務があることを表す。たとえば，債務。
　　は，「売る」，「買う」などの意思表示などを表す。
登記
　　は，不動産にかんする物権の変動の対抗要件を表す。
引渡
　　は，動産にかんする物権の譲渡の対抗要件を表す。
対抗要件を で表したのは，つぎのイメージによる。
中世ヨーロッパの騎士が，片手にもっていた盾のイメージである。相手
からの攻撃を防ぐ盾の形は，おおよそ逆三角形であった。そこで，逆三角
形の形で，対抗要件を表す。
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流経法学　第17巻 第 2号
第 4節　債権の譲渡
第466条
債権の譲渡性
　債権は，譲り渡すことができる。ただし，
その性質が，これを許さないときは，こ
の限りでない。
①
　前項の規定は，当事者が反対の意思を表
示したばあいには，適用しない。ただし，
その意思表示は，善意の第三者に対抗する
ことができない。 ⑴
②
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，第三者たとえば債権の譲受人をＣとする。
篠塚昭次・注釈民法⑵債権98頁を参照した。
給付
債務債務
債権
債権
Ｂ
ＡＡ
Ｂ
給付
「債権を
譲渡する」
「はい」
「はい」
「債権を
譲渡
しないで」
Ｃ債権譲渡の
禁止の特約
民法415条により，Ａは，特約
違反（債務不履行）の責任を
Ｂにたいして負う。
Ｃは，Ａ・Ｂ間の債権譲渡の禁止の特約
を知らなかった，すなわち善意。
Ａ，Ｃについては，Ａのもつ債権の糸
が断ち切られて，Ｃへ結び替えられ
た。以下同様。
善意
債務
「債権譲渡の禁止の
特約があった」
債務 債権
債権
ＣＡ
Ｂ
給付損害賠償
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流経法学　第17巻 第 2号
第467条
指名債権の譲渡の対抗要件
　前項の通知または承諾は，確定日付の
ある証書によってしなければ，債務者以
外の第三者に対抗することができない。
　指名債権の譲渡は，譲渡人が債務者に
通知をし，または債務者が承諾をしなけ
れば，債務者その他の第三者に対抗する
ことができない。
①
②
⑴
⑵
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，債権の譲受人をＣとする。山川一陽ほか・
口語民法〔新補訂版〕244頁によれば，指名債権とは「・・・，貸し金
や売掛金などのように債権者のはっきりした普通の債権」である。
給付
債務債務
債権
「はい」「債権を
譲渡する」
「Ｃには履行しない」
債権
Ｂ
ＣＡ
Ｂ
給付
Ｃ
ＡからＢへ
通知。または
ＢがＡもしくは
Ｃへ承諾。
通知
または
承諾
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流経法学　第17巻 第 2号
⑵　債権者をＡ，債務者をＢ，時間順に初めの譲受人をＣ，時間順に次の
譲受人をＤとする。山川一陽ほか・前掲を参照した。
給付
債務
「はい」 「債権を
譲渡する」
「債権を
譲渡する」
「はい」
Ａが確定日付
のある証書に
よって，Ｄへ
債権を譲渡した
ことをＢへ通知
またはＢが承諾。
債権
Ｂ
ＡＣ
給付
債務
債権
Ｂ
ＤＣ
確定日付のある
証書による
通知または
承諾「私（Ｃ）が
債権者である」
Ｄ
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第468条
指名債権の譲渡における債務者の対抗要件等
　譲渡人が譲渡の通知をしたにとどまると
きは，債務者は，その通知を受けるまでに
譲渡人にたいして生じた事由をもって，譲
受人に対抗することができる。
　債務者が異議をとどめないで前条の承諾を
したときは，譲渡人に対抗することができた
事由があっても，これをもって譲受人に対抗
することができない。この場合において，債
務者が，その債務を消滅させるために譲渡人
に払い渡したものがあるときは，これを取り
戻し，譲渡人にたいして負担した債務がある
ときは，これを成立しないものと見なすこと
ができる。
①
⑴
⑵
②
70
流経法学　第17巻 第 2号
⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，債権の譲受人をＣとする。篠塚・前掲100
頁を参照した。
給付
債務
債権
Ｂ
Ａ
「債権を
譲渡する」
「はい」
Ｃ
Ｂが異議を
とどめないで，
債権の譲渡を
ＡまたはＣに
たいして承諾。
Ｂの異議
のない
承諾
債務
「Ａの債権は
実在しなかった」
債権
Ｃ
Ｂ
給付
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⑵　債権者をＡ，債務者をＢ，債権の譲受人をＣとする。篠塚・前掲101
頁を参照した。
給付
債務
債権
債務
債権
Ｂ
Ａ
Ｂ
給付
「債権を
譲渡する」
ＢがＡから
通知を受けた。
「はい」
Ｃ ＣＡ
「私（Ｃ）へ
弁済せよ」
ＡがＢへ通知。
しかし，まだ
Ｂに通知は
届いていない。
ＢによるＡへの
弁済によって，
債権は消滅。
Ａへ
弁済
した債務
債権
Ｃ
Ｂ
給付
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流経法学　第17巻 第 2号
第469条
指図債権の譲渡の対抗要件
⑴
　指図債権の譲渡は，その証書に譲渡
の裏書をして，譲受人に交付しなけれ
ば，債務者その他の第三者に対抗する
ことができない。
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，債権の譲受人をＣ，債務者その他の第三者
をＤとする。篠塚・前掲101頁によれば，指図債権は，「証券の上に指定
された者またはその者からさらに指定された者に弁済される債権であ
る。」
ＡがＣにたいして，
証書に裏書し，交付。
Ｂ
債権
債権占有権
占有権
交付
債務
債務
「指図債権を
譲渡する」
「私（Ｂ）に債務
はない」
「私（Ｄ）に債権
がある」
「はい」
指図 証書
Ａ Ｃ
Ｂ
指図証書
Ｃ Ｄ
裏書
交付
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流経法学　第17巻 第 2号
第470条
指図債権の債務者の弁済のさいの調査権
⑴
　指図債権の債務者は，その証書の所持人
ならびに，その署名および押印の真偽を調
査する権利を有するが，その義務を負わな
い。ただし，債務者に悪意または重大な過
失があるときは，その弁済は，無効とする。
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，指図債権の証書の所持人をＣとする。
〔Ｂが，善意・無過失で，Ｃへ弁済したばあい〕
〔Ｂが，悪意または重過失で，Ｃへ弁済したばあい〕
Ｂ Ｂ
債権 占有権
所持人
〔Ｂが，善意・無過 ，Ｃへ弁済したばあい〕
〔Ｂが，悪意または重過失で，Ｃへ弁済したばあい〕
Ｂの弁済は有効。
債務
権利
義務
債務
債権
指図 証書
Ａ Ｃ
Ａ Ｃ
証書
指図
Ｃ
Ｂ
Ｂの弁済は無効。
Ａ Ｃ
Ｂ
所持人ならびに
署名・押印の調査
Ｂ Ｂ
債権 占有権
所持人
〔Ｂが，善意・無過失で，Ｃへ弁済したばあい〕
〔Ｂが，悪意または 失で，Ｃへ弁済したばあい〕
Ｂの弁済は有効。
債務
権利
義務
債務
債権
指図 証書
Ａ Ｃ
Ａ Ｃ
証書
指図
Ｃ
Ｂ
Ｂの弁済は無効。
Ａ Ｃ
Ｂ
所持人ならびに
署名・押印の調査
Ｂ Ｂ
債権 占有権
所持人
〔Ｂが，善意・無過失で，Ｃへ弁済したばあい〕
〔Ｂが，悪意または 失で，Ｃへ弁済したばあい〕
Ｂの弁済は有効。
債務
権利
義務
債務
債権
指図 証書
Ａ Ｃ
Ａ Ｃ
証書
指図
Ｃ
Ｂ
Ｂの弁済は無効。
Ａ Ｃ
Ｂ
所持人ならびに
署名・押印の調査
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流経法学　第17巻 第 2号
第471条
第472条
記名式所持人払い債権の債務者の調査権
　前条の規定は，債権にかんする証書に債権
者を指名する記載がされているが，その証書
の所持人に弁済をすべき旨が付記されている
場合について準用する。
指図債権の譲渡における債務者の抗弁の制限
⑴
　指図債権の債務者は，その証書に記載した
事項および，その証書の性質から当然に生ず
る結果を除き，その指図債権の譲渡前の債権
者に対抗することができた事由をもって，善
意の譲受人に対抗することができない。
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，指図債権の譲受人をＣとする。山川一陽ほ
か・前掲を参照した。
Ｂ
債権
債権
占有権
交付
債務
債務
「指図債権を
譲り渡す」
「証書に弁済があった旨の
記載はない。しかし，
Ａへ弁済した」
Ｃは，ＢがＡへ
弁済したことを
知らなかった，
すなわち善意。
「はい」
指図 証書
Ａ Ｃ
Ｂ
指図証書
Ｃ 善意
78
流経法学　第17巻 第 2号
第473条
無記名債権の譲渡における債務者の抗弁の制限
　前条の規定は，無記名債権について，
準用する。
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第 5節　債権の消滅
第 1款　弁済
第 1目　総則
第474条
第三者の弁済
　利害関係を有しない第三者は，債務者の
意思に反して弁済をすることができない。
　債務の弁済は，第三者も，することができ
る。ただし，その債務の性質が，これを許さ
ないとき，または当事者が反対の意思を表示
したときは，この限りでない。
①
⑴
②
80
流経法学　第17巻 第 2号
⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，第三者をＣとする。篠塚昭次・注釈民法⑵
債権107頁を参照した。
Ｂ Ｃ Ｂ
債権
債務
債権
ＣがＡへ弁済。
民法500条，
法定代位による。
債務
給付
Ａ
給付
Ｃ
民法の流れ図
81
第475条
弁済として引き渡した物の取戻し
⑴
　弁済をした者が，弁済として他人の物を
引き渡したときは，その弁済をした者は，
さらに有効な弁済をしなければ，その物を
取り戻すことができない。
82
流経法学　第17巻 第 2号
⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，他人をＣとする。篠塚昭次・前掲108頁に
よれば，「『不特定物』の場合だけ，本条が適用される。ほとんど動産で
あろう。」加藤高・基本法コンメンタール〔第四版〕債権総論175頁以下
を参照した。
Ｂ
「売る」
「買う」
Ｂが，弁済と
して，他人（Ｃ）
の所有物を
引き渡した。
Ｂが自分
の占有物を
Ａへ
引渡した。
ＢがＣへ
Ｃの所有物
を返還した。
ＡがＢへ
Ｃの所有物
を返還した。
所有権物 物所有権
占有権 占有権
売買契約
Ａ
債権
債権
債務
債務
Ｂの物の
引渡し
占有権
所有権
占有権
所有権
Ｂ Ｃ
Ａ
Ｃ
義務
権利
Ｃの物の
取戻し
Ｂ Ｃ
Ａ
不当利得
の返還
ＣＢ
Ｃ
Ａ
Ａ
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第476条
　譲渡につき行為能力の制限を受けた所有者
が，弁済として物の引渡しをした場合におい
て，その弁済を取り消したときは，その所有
者は，さらに有効な弁済をしなければ，その
物を取り戻すことができない。
　譲渡につき行為能力の制限を受けた所有者が
弁済として物の引渡しをしたときの取戻し権
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流経法学　第17巻 第 2号
第477条
　前二条の場合において，債権者が弁済とし
て受領した物を善意で消費し，または譲り渡
したときは，その弁済は，有効とする。この
場合において，債権者が第三者から賠償の請
求を受けたときは，弁済をした者にたいして，
求償をすることを妨げない。
　弁済として引き渡した物の消費または譲渡
がされたばあいの弁済の効力等
⑴
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⑴　山川一陽ほか・口語民法・新補訂版を参照した。債権者をＡ，債務
者をＢ，第三者をＣとする。以下の図解は，民法475条のばあい。物を，
たとえば大手メーカー製の 1万円相当のハムとする。
Ｂ
「売る」
「買う」
ＡはＢへ，代金
1万円を支払った。
Ｂが，弁済と
して，他人（Ｃ）
の所有物を
引き渡した。
Ａは，善意で
Ｃの所有物を
消費し，または
譲り渡した。
ＡがＣへ
賠償した。
所有権物 物
占有権
売買契約
Ａ
債権
債務
Ｂの物の
引渡し
占有権
所有権
Ｂ Ｃ
Ａ
債務
債権
1万円
の賠償
Ｃ
Ａ
権利
義務
1万円
の求償
Ｂ
Ａ
Ｃ
Ｂの弁済は
有効とする。
Ｂ Ｃ
Ａ
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流経法学　第17巻 第 2号
第478条
⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，債権の準占有者をＣとする。篠塚昭次・
注釈民法⑵債権109頁以下を参照した。篠塚昭次・前掲109頁によれば，
「債権者でもないのに債権者らしい外観のもとで債権を行使している者
を，『債権の準占有者』という。預金通帳と印鑑を所持して銀行の窓口
へ現れ，預金の払戻を請求するのなどは，預金債権の行使である。」
債権者の準占有者にたいする弁済
⑴
　債権の準占有者にたいしてした弁済は，そ
の弁済をした者が善意であり，かつ，過失が
なかったときにかぎり，その効力を有する。
ＢがＣへ弁済。
Ｂは，善意かつ
無過失。
真実の債権者Ａは
債権を失う。
債権 準占有
債務
給付
Ｂ
Ａ
債権
債務
不当利得の返還
Ｃ
ＡＣ
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第479条
⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，弁済を受領する権限を有しない者，たとえ
ば，Ａの無権代理人をＣとする。山川一陽ほか・前掲を参照した。
受領する権限のない者にたいする弁済
⑴
　前条の場合を除き，弁済を受領する権限
を有しない者にたいしてした弁済は，債権
者が，これによって利益を受けた限度にお
いてのみ，その効力を有する。
ＢがＣへ
100万円を
弁済した。
ＣがＡへ
50万円を
引き渡した。
債権
Ａの無権代理人
債務
100万円の支払い
Ｂ
Ａ
債権
債務
50万円の支払い
Ｂ
ＡＣ
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流経法学　第17巻 第 2号
第480条
受取証書の持参人にたいする弁済
⑴
　受取証書の持参人は，弁済を受領する権限
があるものと見なす。ただし，弁済をした者
が，その権限がないことを知っていたとき，
または過失によって知らなかったときは，こ
の限りでない。
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⑴　篠塚昭次・前掲111頁を参照した。篠塚・前掲111頁によれば，受取証
書とは，「『領収書』のことである（四八六条）。」債権者をＡ，債務者を
Ｂ，受取証書の持参人をＣとする。
Ｂは，善意・
無過失でＣへ
弁済した。
債権
占有権
債務
給付
受取証書
Ｂ
Ａ
債権 債権債権
債務 債務 債務
Ｃ
Ａ Ｂ
ＡＣ
占有権
受取証書Ｂ
不当利得の返還 損害賠償 不当利得の返還
（民法704条による） （民法709条による） （民法705条による）
90
流経法学　第17巻 第 2号
第481条
支払いの差止めを受けた第三債務者による弁済
　前項の規定は，第三債務者から，その債権
者にたいする求償権の行使を妨げない。
　支払の差止めを受けた第三債務者が，自己
の債権者に弁済をしたときは，差押債権者は，
その受けた損害の限度において，さらに弁済
をすべき旨を，第三債務者に請求することが
できる。
①
⑴
②
民法の流れ図
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，Ｂの債務者すなわち第三債務者をＣとする。
条文のなかの差押債権者は，Ａである。山川一陽ほか・前掲を参照した。
ＣはＢに弁済できない。
にもかかわらず，
ＣがＢに弁済した。
債権
債権 債務
差押債権者
債務
債権
債務
差押え
債務者 第三債務者
給付
給付
給付
Ｂ
Ａ
権利
義務
求償
Ｂ
Ｃ
Ａ
Ｃ Ｃ
ＣがＡに
弁済した。
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流経法学　第17巻 第 2号
第482条
代物弁済
⑴
　債務者が，債権者の承諾を得て，その負担
した給付に代えて他の給付をしたときは，そ
の給付は、弁済と同一の効力を有する。
民法の流れ図
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢとする。山川一陽ほか・口語民法〔新補訂
版〕を参照した。
占有権
所有権
「100万円の支払いに
代えて，自動車 1台を
引渡す」
「はい」
代物弁済契約
債権
所有権
占有権
債務
Ｂ
Ａ
Ｂ
Ａ
100万円の支払い
ＡのＢにたいする100万円の
支払いの債権は消滅。
Ｂが自動車 1台
を引き渡した。
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第483条
特定物の現状による引渡し
⑴
　債権の目的が，特定物の引渡しであるときは，
弁済をする者は，その引渡しをすべき時の現状
で，その物を引き渡さなければならない。
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⑴　建物の売買契約の買主をＡ，売主をＢとする。
たとえば，落雷
によって，建物が半壊。
「買う」
債務
債権
所有権
所有権
売買契約
占有権
建物
「売る」
Ｂ
Ａ
Ｂ
Ａ
建物の引渡し
履行期に，
ＢがＡに
建物を
引渡した。
民法176条
による。
ここでは，ＡはＢにたいし，
代金支払い債務は履行した
とする。
Ｂ
Ａ
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第484条
第485条
弁済の場所
　弁済をすべき場所について，別段の意思表
示がないときは，特定物の引渡しは，債権発
生の時に，その物が存在した場所において，
その他の弁済は，債権者の現在の住所におい
て，それぞれ，しなければならない。
弁済の費用
　弁済の費用について，別段の意思表示がな
いときは，その費用は，債務者の負担とする。
ただし，債権者が住所の移転その他の行為に
よって，弁済の費用を増加させたときは，そ
の増加額は，債権者の負担とする。
民法の流れ図
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第486条
⑴　弁済をした者，通常は債務者をＢ，弁済を受領した者，通常は債権者
をＡとする。篠塚昭次・注釈民法⑵債権115頁によれば，「『受取証書』
とは通常『領収書』といわれるもので，それと引きかえに弁済すればよ
いという趣旨である（四八〇条）。」
受取証書の交付請求権
⑴
　弁済をした者は，弁済を受領した者にた
いして，受取証書の交付を請求することが
できる。
ＢがＡへ弁済。
ＡがＢへ受取証書
を交付。
債権
占有権
義務
権利
債務
給付
受取証書
の交付
受取
証書
受取
証書
Ｂ
Ａ Ａ
Ｂ
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第487条
⑴　債権者をＡ，弁済をした者，通常は債務者をＢとする。債権にかんす
る証書は，たとえば，借用証書である。以下の図解では，「債権にかん
する証書」を「債権の証書」とする。
債権証書の返還請求権
⑴
　債権にかんする証書がある場合において，
弁済をした者が，全部の弁済をしたときは，
その証書の返還を請求することができる。
ＢがＡへ
弁済。
ＡがＢへ
債権の
証書を
返還。
債権
占有権
債務
給付
債権の
証書
債権の
証書
Ｂ
Ａ
義務
権利
占有権
債権の
証書の返還
債権の
証書
Ｂ
Ａ Ａ
Ｂ
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⑴　篠塚昭次・注釈民法⑵債権117頁によれば，「まず『弁済者』（債務者）
がどの債務の弁済かを『給付の時』に指定し，この指定のないときに
『弁済受領者』（債権者）が『受領の時』に指定する。」
弁済の充当の指定権
　前二項の場合における弁済の充当の
指定は，相手方にたいする意思表示に
よってする。
　債務者が，同一の債権者にたいして，同種
の給付を目的とする数個の債務を負担する場
合において，弁済として提供した給付が，す
べての債務を消滅させるのに足りないとき
は，弁済をする者は，給付の時に，その弁済
を充当すべき債務を指定することができる。
　弁済をする者が，前項の規定による指定を
しないときは，弁済を受領する者は，その受
領の時に，その弁済を充当すべき債務を指定
することができる。ただし，弁済をする者が，
その充当にたいして，ただちに異議を述べた
ときは，この限りでない。
①
②
⑴
③
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第489条
⑴　篠塚昭次・前掲117頁によれば，債務者のために弁済の利益が多いも
のとは，「たとえば，利息の高いほう，担保の負担のあるほう，連帯債
務より単独債務のほう，ということになる。」
法定充当
　弁済をする者および弁済を受領する者が，
いずれも前条の規定による弁済の充当の指定
をしないときは，つぎの各号の定めるところ
にしたがい、その弁済を充当する。
一　債務の中に，弁済期にあるものと，弁済
期にないものとがあるときは，弁済期に
あるものに，先に充当する。
二　すべての債務が弁済期にあるとき，また
は弁済期にないときは，債務者のために
弁済の利益が多いものに，先に充当する。
三　債務者のために，弁済の利益が相等しい
ときは，弁済期が先に到来したもの，ま
たは先に到来すべきものに，先に充当す
る。
四　前二号に掲げる事項が相等しい債務の弁
済は，各債務の額におうじて，充当する。
⑴
民法の流れ図
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第490条
第491条
数個の給付をすべき場合の充当
　一個の債務の弁済として，数個の給付を
すべき場合において，弁済をする者が，そ
の債務の全部を消滅させるのに足りない給
付をしたときは，前二条の規定を準用する。
元本，利息および費用を支払うべき場合の充当
　第489条（法定充当）の規定は，前項の場合
について準用する。
　債務者が，一個または数個の債務について，
元本のほか，利息および費用を支払うべきば
あいにおいて，弁済をする者が，その債務の
全部を消滅させるのに足りない給付をしたと
きは，これを順次に，費用，利息および元本
に充当しなければならない。
①
②
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第492条
第493条
弁済の提供の効果
　債務者は，弁済の提供の時から，債務
の不履行によって生ずべき一切の責任を
免れる。
弁済の提供の方法
　弁済の提供は，債務の本旨にしたがって，
現実に，しなければならない。ただし，債権
者が，あらかじめ，その受領を拒み，または
債務の履行について，債権者の行為を要する
ときは，弁済の準備をしたことを通知して，
その受領の催告をすれば足りる。
民法の流れ図
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第 2目　弁済の目的物の供託
第494条
供託
　債権者が弁済の受領を拒み，または，これを
受領することができないときは，弁済をするこ
とができる者（以下この目において「弁済者」
という。）は，債権者のために，弁済の目的物
を供託して，その債務を免れることができる。
弁済者が過失なく，債権者を確知することがで
きないときも，同様とする。 ⑴
104
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⑴　債権者をＡ，債務者かつ弁済者をＢ，供託所をＣ，とする。以下，Ａ
のＢにたいする債権の客体である給付は，10万円の支払いとする。供託
物は，10万円である。山川一陽ほか・前掲を参照した。
Ａが弁済の
受領を拒んだ。
「供託する」 「はい」
供託契約
供託所
民法657条、寄託契約（ＢとＣとの間の）による。
民法537条，第三者（Ａ）のためにする
契約（ＢとＣとの間の）による。
債権 債務
債権
債務
Ｂ
Ａ
10万円支払い
ＢがＣへ
10万円を
引き渡した。
Ｂ Ｃ
債権
債務
Ｂ Ｃ
供託物の
受け取り
Ａ
供託物
の保管
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第495条
供託の方法
　前条の規定による供託は，債務の履行地の
供託所にしなければならない。
　供託所について，法令に特別の定めがない
場合には，裁判所は，弁済者の請求により，
供託所の指定および供託物の保管者の選任を
しなければならない。
①
②
③
　前条の規定により供託をした者は，遅滞
なく，債権者に供託の通知をしなければな
らない。
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第496条
第497条
弁済者の供託物の取戻し権
　前項の規定は，供託によって，質権または
抵当権が消滅したばあいには、適用しない。
　債権者が供託を受諾せず，または供託
を有効と宣告した判決が確定しない間
は，弁済者は，供託物を取り戻すことが
できる。この場合においては，供託をし
なかったものと見なす。
①
②
供託に適しない物など
　弁済の目的物が供託に適しないとき，または，
その物について滅失もしくは損傷のおそれがある
ときは，弁済者は，裁判所の許可を得て，これを
競売に付し，その代金を供託することができる。
その物の保存について，過分の費用を要するとき
も，同様とする。
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第498条
供託物の受け取りの要件
⑴
　債務者が，債権者の給付にたいして，弁済
をすべき場合には，債権者は，その給付をし
なければ，供託物を受け取ることができない。
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⑴　山川一陽ほか・口語民法〔新補訂版〕を参照した。売買契約の売主で
あり，代金支払いの債権者をＡ，売買契約の買主であり，目的物の引渡
しの債権者をＢとする。供託所をＣとする。以下の例での供託物は，代
金である。
Ｂ
「買う」
「売る」
Ａが代金を
受け取らない。
ＢがＣへ代金
（供託物）を供託。
ＡがＢへ，
売買の目的物
を引き渡した。
ＣがＡへ
代金を
引渡した。
売買契約
占有権
所有権
目的物
Ａ
債権
債務
債務
債権
所有権
占有権
目的物
供託所目的物
売主
買主
目的物の
引渡し
代金の
支払い
Ｂ
Ａ
債権
債務
代金（供託物）
の受け取り
Ｃ
Ａ
Ｃ
Ｂ
代金
Ａ
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第 3目　弁済による代位
第499条
任意代位
　第467条（指名債権の譲渡の対抗要件）の
規定は，前項の場合について準用する。
　債務者のために弁済をした者は，その弁済
と同時に，債権者の承諾を得て，債権者に代
位することができる。
①
⑴
②
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，Ｂのために弁済をした者をＣ，債務者Ｂ以
外の第三者をＤとする。篠塚・前掲123頁以下を参照した。
ＣがＢのために弁済。
と同時に，ＣはＡの
承諾を得た。
「Ｃには履行しない」
「私（Ｄ）には，Ａから譲受けた
債権がある」
ＡはＢへ通知。
または，Ｂは
ＡもしくはＣ
にたいして承諾。
債権
債務
給付
Ｂ Ｃ
Ａ
債権
債務
給付
Ｂ
Ｃ
Ｄ
通知
または
承諾
確定日付の
ある証書に
よる通知
または
承諾
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第500条
⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，弁済をするについて正当な利益を有する者
をＣとする。
法定代位
⑴
　弁済をするについて正当な利益を有する
者は，弁済によって，当然に債権者に代位
する。
ＣがＡへ
弁済。債権
債権者
債務
債務者
弁済をするについて
正当な利益を有する者
給付
Ｂ Ｃ
Ａ
債権
債務
給付
Ｂ
Ｃ
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流経法学　第17巻 第 2号
第501条
弁済による代位の効果
⑴
⑵
⑶
⑷
⑸
⑹
　　前二条の規定により，債権者に代位した者は，自己の権利
にもとづいて求償をすることができる範囲内において，債権
の効力および担保として，その債権者が有していた一切の権
利を行使することができる。この場合においては，つぎの各
号の定めるところに従わなければならない。
一　保証人は，あらかじめ先取特権，不動産質権または抵当権
の登記に，その代位を付記しなければ，その先取特権，不動
産質権または抵当権の目的である不動産の第三取得者にたい
して，債権者に代位することができない。　
二　第三取得者は，保証人にたいして，債権者に代位しない。
三　第三取得者の一人は，各不動産の価格におうじて，他の第
三取得者にたいして，債権者に代位する。
四　物上保証人の一人は，各財産の価格におうじて，他の物上
保証人にたいして，債権者に代位する。
五　保証人と物上保証人との間においては，その数におうじて，
債権者に代位する。ただし，物上保証人が数人あるときは，
保証人の負担部分を除いた残額について，各財産の価格にお
うじて，債権者に代位する。
六　前号の場合において，その財産が不動産であるときは，第
一号の規定を準用する。
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⑴　以下，注⑹まで，債権者をＡ，債務者をＢとする。山川一陽ほか・口
語民法〔新補訂版〕256頁以下，良永和隆・基本法コンメンタール・債
権総論〔第四版〕214頁を参照した。保証人をＣ，不動産の第三取得者
をＤとする。
「ＣがＡへ弁済した。
したがって，抵当権は
消滅している。」ＣがＡへ弁済。
Ｃが代位の
付記登記をした。
その後，ＢがＤへ
不動産を売った。
債権債権
債務 不動産債務
保証人 債務者
債権者
給付保証
ＢＣ
Ａ
「売る」 「買う」
抵当権
抵当権
第三取得者
所有権（Ｄの）
－抵当権（Ｃの）
給付
Ｂ Ｄ
Ｃ
代位の
付記
登記
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⑵　篠塚昭次・注釈民法⑵債権126頁を参照した。保証人をＣ，第三取得
者をＤとする。
Ｄは，Ｂから，Ｂの不動産を担保物を承知で
取得していた。したがって，ＤはＣにたいして，
Ａには代位できない。
ＤがＡへ弁済。
債権
債権
債権
債務
債務
債務
保証人
債権者
債務者
給付保証
Ｃ
Ａ
抵当権
所有権
給付
Ｂ
Ｄ
「売る」 「買う」
第三取得者
所有権（Ｄの）
－抵当権（Ａの）
Ｂ Ｄ
不動産
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⑶　山川一陽ほか・前掲258頁を参照した。債務者Ｂから，甲土地（価格
100万円）を買った者をＣ，債務者Ｂから，乙土地（価格50万円）を買っ
た者をＤとする。数字の単位は，万円とする。
Ｄ
Ｃは，Ｄにたいして，土地の価格の割合におうじて，
債権者Ａの地位にとって代わる。
土地の価格の割合の計算。
ＣがＡに
債権の
全額 90を
支払った。
債権
債務
「売る」
90×　　　　　＝30
50
100＋50
甲　10090支払い
Ｂ
Ｃ
Ａ
抵当権 抵当権
抵当権
90支払い
Ｂ
Ｃ
「乙土地を買う」
「売る」
「甲土地を買う」
Ｄ
乙　50 甲　10090支払い
Ｂ Ｃ Ｄ
乙　50
乙　30
Ａ
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⑷　山川一陽ほか・前掲258頁を参照した。債務者Ｂが，債権者Ａにたい
して，90万円の債務を負い，物上保証人Ｃが，100万円の土地を，物上
保証人Ｄが，50万円の土地を，Ｂの債務について，抵当に入れていたば
あい。数字の単位は，万円とする。
Ｄ
Ｃは，Ｄにたいして，土地の価格の割合に
おうじて，債権者Ａの地位にとって代わる。
土地の価格の割合の計算。
ＣがＢの
債務90を
弁済した。
債権
債務
90×　　　　　＝30
50
100＋50
抵当権
債権
債務
債権者
債務者 物上保証人 物上保証人
抵当権
90支払い
Ｂ
Ｃ
土地 10090支払い
Ｂ Ｃ Ｄ
土地 50
土地 30
Ａ
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⑸　五号本文。山川一陽ほか・前掲258頁を参照した。保証人をＣ，物上
保証人をＤとする。数字の単位は，万円とする。
Ｄ
Ｃが，Ｄにたいして，Ａに代位する価格。
ＣがＢに
代わって，
300をＡへ
弁済。
債権
債務
300×　 ＝150
1
2
抵当権債権
債権
債務 債務
保証人 債務者 物上保証人
抵当権
300支払い
Ｂ
Ｃ
300支払い保証
Ｃ Ｂ Ｄ
土地
土地
Ａ
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⑹　五号ただし書。山川一陽ほか・前掲258頁を参照した。Ｃ，Ｄを保証
人，Ｅ，Ｆを物上保証人とする。Ｅが，180万円の土地を，Ｆが，120万
円の土地を，Ｂの債務について，Ａにたいし，抵当権を設定したばあい。
数字の単位は，万円とする。
ＣがＢに
代わって，
300全額を
Ａへ弁済。
抵当権債権
債務
債務
保証人 保証人 債務者
債権者
保証保証
Ｃ Ｄ Ｂ
Ａ
300支払い
物上保証人 物上保証人
土地 180
Ｅ Ｆ
土地 120
抵当権債権
150保証
Ｄ Ｂ
Ｃ
300支払い 土地 90
Ｅ Ｆ
土地 60
民法の流れ図
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保証人の負担額は，平等（民法456条）。300の 2 分の 1の150を差し引き，
残りの150については，以下のようになる。
〔ＣがＥの土地にたいして，Ａの地位に，とって代わる価格〕
　　150×
　　180　　
＝ 150×
3
＝90
　　　　　180＋120　　 　 　 5
〔ＣがＦの土地にたいして，Ａの地位に，とって代わる価格〕
　　150×
　　120　　
＝ 150×
2
＝60
　　　　　180＋120　　 　 　 5
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第502条
一部の弁済による代位
　前項の場合において，債務の不履行によ
る契約の解除は，債権者のみが，すること
ができる。この場合においては，代位者に
たいし，その弁済をした価額および，その
利息を償還しなければならない。
　債権の一部について，代位弁済があったと
きは，代位者は，その弁済をした価額におう
じて，債権者とともに，その権利を行使する。
①
⑴
②
民法の流れ図
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⑴　山川一陽ほか・前掲258頁を参照した。債権者をＡ，債務者をＢ，債
権の一部について代位弁済をした代位者をＣとする。ＡがＢにたいし，
100万円の支払い債権をもっていたばあい。以下の図のなかで，数字の
単位は，万円とする。
ＡがＢにたいし
契約を解除。
ＣがＡへ
10支払い。
権利
義務
債権債権権利債権
債務 義務 債務 債務
10と利息
の償還
Ａ
Ｃ
解除100支払い
Ｂ Ｂ
Ａ Ａ Ｃ
90支払い 10支払い
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第503条
債権者による債権証書の交付など
　債権の一部について，代位弁済があった
ばあいには，債権者は，債権にかんする証
書に，その代位を記入し，かつ，自己の占
有する担保物の保存を，代位者に監督させ
なければならない。
　代位弁済によって全部の弁済を受けた債
権者は，債権にかんする証書および自己の
占有する担保物を代位者に交付しなければ
ならない。
①
⑵
⑴
②
民法の流れ図
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⑴　以下，注⑵をふくめて，良永和隆・基本法コンメンタール・第四版・
債権総論218頁以下を参照した。債権者をＡ，債務者をＢ，代位弁済を
した代位者をＣとする。以下の図で，担保物は質物とする。
ＣがＡへ弁済。
ＡがＣへ証書と
担保物を交付。
債務
債権
質権
占有権 占有権
質権
占有権
質物
債務者
給付
証書 担保物Ａ
所有権（Ｂの）
－質権（Ａの）
Ｂ
債務
債権
占有権
給付
証書 担保物Ｃ
所有権（Ｂの）
－質権（Ｃの）
Ｂ
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⑵
質権
占有権占有権
質権
占有権
ＣがＡへ債権の
一部について，
代位弁済。
債務
債権
給付
証書 担保物Ａ
Ｂ
債務
債務
債権 債権
占有権
義務 権利
義務 権利
残額の
給付
一部の弁済額
の給付
証書 担保物
証書への
代位の記入
担保物の
保存の監督
Ａ Ｃ
Ｂ
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第504条
債権者による担保の喪失など
⑴
　第500条の規定により，代位をすることが
できる者がある場合において，債権者が，故
意または過失によって，その担保を喪失し，
または減少させたときは，その代位をするこ
とができる者は，その喪失または減少によっ
て償還を受けることができなくなった限度に
おいて，その責任を免れる。
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，「第500条の規定により代位をすることがで
きる者」たとえば，保証人をＣとする。以下の図解は，甲斐道太郎・口語
債権法・補訂2版，207頁を参照した。数字の単位は，万円とする。
Ａが土地について
の抵当権を放棄。
債務
200（時価）
の建物
100（時価）
の土地
債権債権 抵当権
債権者かつ
抵当権者
債務者かつ
抵当権設定者
抵当権
200支払い200保証
Ｂ
債務
保証人
Ｃ
Ａ
200（時価）
抵当権200支払い200保証
ＢＣ
Ａ
Ｃが保証債務を
履行するとき，
建物の価格が
150に下落。
Ｃは，50の範囲で，
責任を免れる。
すなわち，Ｃは，150だけ
の保証債務を履行すればよい。
150（時価）
抵当権200支払い150保証
ＢＣ
Ａ
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第 2款　相殺
第505条
相殺の要件など
　前項の規定は，当事者が，反対の意思を
表示した場合には，適用しない。ただし，
その意思表示は，善意の第三者に対抗する
ことができない。
　二人が互いに同種の目的を有する債務を
負担する場合において，双方の債務が弁済
期にあるときは，各債務者は，その対当額
について，相殺によって，その債務を免れ
ることができる。ただし，債務の性質が，
これを許さないときは，この限りでない。
①
⑵
⑴
②
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⑴　債務関係にある当事者をＡ・Ｂとする。我妻・有泉コンメンタール民
法・総則・物権・債権〔第 4版〕948頁を参照した。数字の単位は，万
円とする。
ＡがＢへ
相殺。
債務
債務
受働債権
自働債権
Ａ，Ｂの50と50とが，
対当額となる。
50支払い
Ａ
Ｂ
債権
債務
30支払い
Ａ
Ｂ
80支払い
民法の流れ図
129
⑵　債務関係にある当事者をＡ・Ｂ，第三者をＣとする。数字の単位は，
万円とする。我妻・有泉・前掲948頁を参照した。
債務
債務
受働債権
自働債権
50支払い
Ｃ
Ｂ
債務
債務
第三者
債務債権
債権
債権
債権
「債権を
譲渡する」
ＣがＢへ
相殺。
「はい」
Ｃは，ＡＢ間の
相殺禁止の特約
について善意。
「ＡＢ間で相殺禁止の特約をした」
債務
50支払い 50支払い相殺禁止特約
Ａ Ｃ
Ｂ
Ｃ
Ｂ
50支払い
善意
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第506条
⑴　債務関係にある当事者を，Ａ，Ｂとする。山川一陽ほか・口語民法
〔新補訂版〕259頁以下を参照した。数字の単位は，万円とする。支払い
期日の年は同一年とする。
相殺の方法および効力
　前項の意思表示は，双方の債務が，
互いに相殺に適するようになった時
に，さかのぼって，その効力を生ずる。
　相殺は，当事者の一方から，相手方にた
いする意思表示によってする。この場合に
おいて，その意思表示には，条件または期
限を付することができない。
①
⑴
②
4 月 1 日に
ＡがＢへ相殺。
債務
（支払い期日は
3月 31 日）
（支払い期日は
4月 30 日）
Ａは自分の債務について，
支払い期日（ 4月 30 日）
より早く弁済してもかまわない。
債務
受働債権
自働債権
100支払い
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
100支払い
民法の流れ図
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第507条
⑴　山川一陽ほか・前掲260頁を参照した。債務関係にある当事者をＡ，
Ｂとする。数字の単位は，万円とする。
履行地の異なる債務の相殺
　相殺は，双方の債務の履行地が異なると
きであっても，することができる。この場
合において，相殺をする当事者は，相手方
にたいし，これによって生じた損害を賠償
しなければならない。 ⑴
ＡがＢへ
相殺。
債務
債務
債権
Ａの債権は，東京で支払い。
債務
受働債権
（大阪で支払い）
自働債権
（東京で支払い）
100支払い
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
70支払い 30支払い 30は残額。
Ｂが残額 30 を
東京で支払わ
なければなら
なくなった。
債権
債務
Ａ
Ｂ
損害賠償
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第508条
時効により消滅した債権を自働債権とする相殺
　時効によって消滅した債権が，その消滅
以前に，相殺に適するようになっていた場
合には，その債権者は，相殺をすることが
できる。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　債務関係の当事者をＡ，Ｂとする。山川一陽ほか・口語民法〔新補訂
版〕260頁以下を参照した。（ア），（イ），（ウ），（エ）は，下図を参照。
2019年 3 月31日
以降，たとえば，
2019年 4 月15日に
ＡがＢへ相殺（エ）。
債務 債権
債務
（ア） （イ） （ウ） （エ）
2019年 3 月 1 日が
弁済期。すなわち，
Ａ，Ｂの債権が
相殺適状になった（イ）。
2017年 4 月 1 日が
弁済期（ア）。2年で
すなわち，2019 年 3 月 31 日に
消滅時効にかかる（ウ）。
2017年 4 月 1 日
Ａの債権が
弁済期。
2019年 3 月 1 日
Ｂの債権が弁済期。
すなわち，Ａ，Ｂの
債権が相殺適状になった。
2019年 3 月31日
Ａの債権が
消滅時効に
かかった。
2019年 4 月15日
ＡがＢへ相殺した。
債権
売買代金の支払い 金銭の支払い
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
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第509条
不法行為により生じた債権を受働債権とする相殺の禁止
　債務が不法行為によって生じたときは，そ
の債務者は，相殺をもって債権者に対抗する
ことができない。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　以下，二つの例は，植林弘・口語債権法〔補訂 2版〕474頁を参照した。
〔例 1〕売買契約にもとづく，代金支払いの債権者をＡ，債務者をＢとする。
〔例 2〕
〔理由〕山川一陽ほか・口語民法〔新補訂版〕を参照。
不法行為が，あえて，なされることを防止するため。
不法行為によって生じた債権は，現実に，金銭で賠償させる必要があるから。
債務 債権
債務
債権
ＡがＢへ
不注意で
交通事故を
おこし，Ｂ
が100万円の
損害を受けた。
債務債権
Ａは相殺できない。
50万円
支払い
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
100万円の
損害賠償
50万円
支払い
債務 債権
債務債権
100万円の
損害賠償
Ｄ
Ｃ
100万円の
損害賠償
債務
債権
Ｄ
Ｃ
100万円の
損害賠償
「買う」
「売る」
Ａ
Ｂ
売買契約
ＣがＤへ不注意で
交通事故をおこし，
Ｄは 100万円の損害
を受けた。
ＣがＤへ賠償金を
支払わない。
Ｄは，腹を立てて
Ｃを殴りつけ，重傷
を負わせた。Ｄの不法
行為により，Ｃは100
万円の損害を受けた。
ＣもＤも，相殺できない。
ＣはＤにたいして，また，
ＤはＣにたいして，それぞれ
100万円の損害賠償債権をもつ。
権利
Ｄ
Ｃ
身体
債務 債権
債務
債権
ＡがＢへ
不注意で
交通事故を
おこし，Ｂ
が100万円の
損害を受けた。
債務債権
Ａは相殺できない。
50万円
支払い
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
100万円の
損害賠償
50万円
支払い
債務 債権
債務債権
100万円の
損害賠償
Ｄ
Ｃ
100万円の
損害賠償
債務
債権
Ｄ
Ｃ
100万円の
損害賠償
「買う」
「売る」
Ａ
Ｂ
売買契約
ＣがＤへ不注意で
交通事故をおこし，
Ｄは 100万円の損害
を受けた。
ＣがＤへ賠償金を
支払わない。
Ｄは，腹を立てて
Ｃを殴りつけ，重傷
を負わせた。Ｄの不法
行為により，Ｃは100
万円の損害を受けた。
ＣもＤも，相殺できない。
ＣはＤにたいして，また，
ＤはＣにたいして，それぞれ
100万円の損害賠償債権をもつ。
権利
Ｄ
Ｃ
身体
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第510条
差押え禁止の債権を受働債権とする相殺の禁止
　債権が，差押えを禁じたものであるときは，
その債務者は，相殺をもって債権者に対抗す
ることができない。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　差押え禁止の債権とは，たとえば，賃金支払い債権である。有地
亨・丸山茂・基本法コンメンタール〔第四版〕債権総論230頁によれば，
「・・・，本条は，相殺を禁じて現実の弁済を保障する趣旨である。」差
押え禁止の債権をもっている者をＡ，債務者をＢとする。
債務 債権
債務
「相殺する」
債権
（差押え禁止）
債務 債権
債務債権
（差押え禁止）
10万円
支払い
Ａ
Ｂ
10万円
支払い
10万円
支払い
Ａ
Ｂ
10万円
支払い
Ａの債権は，
差押え禁止
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第511条
支払いの差止めを受けた債権を受働債権とする相殺の禁止
　支払いの差止めを受けた第三債務者は，
その後に取得した債権による相殺をもって，
差押債権者に対抗することができない。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，Ｂの債務者すなわち第三債務者をＣとする。
甲斐道太郎・口語債権法〔補訂 2版〕216頁を参照した。
債務
債務者 第三債務者
債務
債権
債権
債権者
ＣがＢに
たいする
債権を取得。
裁判所がＣにたいし，Ｂへ
の弁済禁止の命令を出した。
ＣはＢの債権と相殺する
ことはできない。
Ａ
Ｂ Ｃ
給付 差押え
給付
債務
債務
債務 債権
債権
債権
債権者
Ａ
Ｂ Ｃ
給付 差押え
給付
給付
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第512条
第 3款　更改
第513条
相殺の充当
　第488条から第491条まで（弁済の充当）
の規定は，相殺について準用する。
更改
　条件つき債務を無条件債務としたとき，
無条件債務に条件を付したとき，または債
務の条件を変更したときは，いずれも債務
の要素を変更したものと見なす。
　当事者が，債務の要素を変更する契約を
したときは，その債務は，更改によって消
滅する。
①
②
民法の流れ図
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第514条
⑴　債権者をＡ，更改前の債務者をＢ，更改後の債務者をＣとする。
債務者の交替による更改
　債務者の交替による更改は，債権者と，更
改後に債務者となる者との契約によってする
ことができる。ただし，更改前の債務者の意
思に反するときは，この限りでない。 ⑴
債務
「はい」
更改契約
「Ｂに交替して
債務者になって」
債権
Ｂの意思に
反しない。
Ａ
Ｂ Ｃ
給付
債務
債権
Ａ
Ｃ
給付
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第515条
債権者の交替による更改－その１
　債権者の交替による更改は，確定日付
のある証書によってしなければ，第三者
に対抗することができない。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，Ａに交替した債権者をＣ，第三者をＤとす
る。篠塚昭次・注釈民法⑵債権136頁以下を参照した。
債務
「はい」
更改契約（A，B，Cによる）
「はい」「Ｃが
債権者
になる」
債権
Ａ
Ｂ
Ｃ
給付
債務
第三者
「債権は私（Ｄ）
に帰属する」
債権
Ｃ Ｄ
Ｂ
給付
確定日付の
ある証書に
よる債権者
の交替
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第516条
第517条
債権者の交替による更改－その 2
　第468条，第 1項（指名債権の譲渡に
おける債務者の抗弁）の規定は，債権者
の交替による更改について準用する。
更改前の債務が消滅しないばあい
　更改によって生じた債務が，不法な原因の
ため，または当事者の知らない事由によって
成立せず，または取り消されたときは，更改
前の債務は，消滅しない。
民法の流れ図
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第518条
更改後の債務への担保の移転
⑴
　更改の当事者は，更改前の債務の目的の
限度において，その債務の担保として設定
された質権または抵当権を，更改後の債務
に移すことができる。ただし，第三者が，
これを設定したばあいには，その承諾を得
なければならない。　　
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢとする。山川一陽ほか・口語民法〔新補訂
版〕263頁を参照した。数字の単位は，万円とする。
債務
建物
債務債務
債権債権
（無担保）
債権
所有権（Ｂの）
－抵当権（Ａの）
抵当権
抵当権
（100の限度で担保する）
更改契約
「150支払いの
債務に更改して。
抵当権を移す。」
「はい」
100支払い
Ｂ
Ａ
100支払い50支払い
Ａ
Ａ
Ｂ
Ｂ
民法の流れ図
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第 4款　免除
第519条
第 5款　混同
第520条
債務の免除
　債権者が，債務者にたいして，債務を
免除する意思を表示したときは，その債
権は，消滅する。
混同
　債権および債務が，同一人に帰属した
ときは，その債権は，消滅する。ただし，
その債権が，第三者の権利の目的である
ときは，この限りでない。　 ⑴
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⑴　債権者をＡ，債務者をＢ，第三者をＣとする。Ｃは，ＡのＢにたいす
る債権を質に取っている者である。山川一陽ほか・前掲263頁以下を参
照した。
Ｂの債権が消滅しない理由について，学者は，以下のように述べる。
甲斐道太郎・口語債権法〔補訂 2版〕223頁では，「・・・〔Ｂ〕の債権が
消滅するとＣが損害を受けるから，消滅しないことになる。」
遠藤浩・基本法コンメンタール〔第四版〕債権総論238頁では，「第三者
〔Ｃ〕のためにその債権を存続させておく必要があるからである。」
債務 債務債権
（質入れ）
債権
債権質
債権質
ＢがＡの債権
を譲り受けた。
混同しても，
Ｂの債権は
消滅しない。
給付
給付
Ａ
Ｃ
Ｂ
債務 債権
（質入れ）
債権
給付
給付
Ａ
Ｃ
Ｂ
